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ＪＲ北海道の事業範囲の見直しに係る地域合同説明会の開催結果について

１ 説明会の概要

開催地 日時・場所 主な出席者

苫小牧市 平成30年8月28日(火) ○ 苫小牧市・安平町・厚真町・むかわ町・厚真町の各首長

14:45～16:15 ○ 北海道運輸局鉄道部長 佐藤 秀典

［苫小牧市役所］ ○ 道総合政策部交通企画監 黒田 敏之

※ 東胆振首長懇談会 ○ ＪＲ北海道常務取締役 綿貫 泰之

岩見沢市 平成30年8月29日(水) ○ 岩見沢市・栗山町・由仁町の各首長

15:00～16:30 ○ 北海道運輸局交通政策部長 齊藤 敬一郎

［岩見沢ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ］ ○ 道総合政策部交通政策局次長 宇野 稔弘

※ 南空知首長懇談会 ○ ＪＲ北海道常務取締役 田畑 正信

釧 路 市 平成30年9月3日(月) ○ 沿線協議会構成市町村の首長等

13:00～14:30 ・ ＪＲ釧網本線維持活性化沿線協議会

［釧路ｾﾝﾁｭﾘｰｷｬｯｽﾙﾎﾃﾙ］ ・ 根室本線花咲線対策沿線地域連絡協議会

○ 国土交通省鉄道局鉄道事業課長 石原 大

○ 道総合政策部交通企画監 黒田 敏之

○ ＪＲ北海道常務取締役 綿貫 泰之

旭 川 市 平成30年9月4日(火) ○ 沿線協議会構成市町村の首長等

14:00～15:30 ・ 宗谷本線活性化推進協議会 ・石北本線合同会議

［上川総合振興局］ ・ 富良野線連絡会議 ・根室本線対策協議会

○ 国土交通省大臣官房審議官 寺田 吉道

○ 道副知事 窪田 毅

○ 道総合政策部交通政策局長 柏木 文彦

○ ＪＲ北海道取締役副社長 小山 俊幸

２ 出席した首長等の主な発言

(１) 国の責任、地域の負担の根拠、地方財政措置

○ 国の責任としてＪＲに対して監督命令が出されたが、今後、地元負担のあり方に

関する具体の議論が進んでいない中で、２年間の検証だけ進めることは難しい。

２年間は自治体も利用促進等にしっかり取り組むので、国の負担で支援してほしい。

(２) 支援期間・検証

○ 鉄路存続に向けて法改正が不可欠。ＪＲの経営努力について地域に対して具体的

な説明が必要。

○ 支援期間が２年間とは短すぎる。地財措置や検証方法など多くの課題がある。

検証は黄色線区のみならず、ＪＲの経営全体に対しても行われるべきであり、全て

の線区の情報を公開すべき。

(３) ＪＲ北海道の経営見通し

○ 住民に対する説明責任の観点からも、線区の赤字額の根拠や経営改善の内容など、

ＪＲ北海道としての考え方を早急に示してほしい。

(４) 全道的な議論

○ 路線維持に関して、利用促進に対する全道の取組や費用負担に関する議論など、

全体の方向性を議論していく場が必要。


